
大和市基準該当居宅サービス事業者、基準該当居宅介護支援事業者及び基準該当介護予防サービ

ス事業者の登録等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２５年３月２９日 

                     大和市長 大 木  哲   

 

大和市規則第３７号 

大和市基準該当居宅サービス事業者、基準該当居宅介護支援事業者及び基準該当介護予 

防サービス事業者の登録等に関する規則の一部を改正する規則 

大和市基準該当居宅サービス事業者、基準該当居宅介護支援事業者及び基準該当介護予防サービ

ス事業者の登録等に関する規則（平成１２年大和市規則第１号）の一部を次のように改正する。 

第２条第４号を次のように改める。 

(4) 居宅サービス基準条例 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を

定める条例（平成２５年神奈川県条例第２０号）をいう。 

第２条第６号を次のように改める。 

(6) 介護予防サービス基準条例 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する

基準等を定める条例（平成２５年神奈川県条例第２１号）をいう。 

第２条第８号中「第４１条第４項各号の」を「第４１条第４項各号に規定する」に、「居宅サー

ビス基準省令第１０６条第１項」を「居宅サービス基準条例第１３２条第１項」に改め、同条第９

号中「第５３条第２項各号の」を「第５３条第２項各号に規定する」に、「介護予防サービス基準

省令第３２条において準用する」を「介護予防サービス基準条例第１１３条第１項に規定する」に

改める。 

第４条第１項第１号中「（法第５８条第４項の規定において準用する場合を含む。）」を削り、

同条第５項中「又は第５３条第２項各号の厚生大臣」を「に規定する厚生労働大臣」に、「居宅サ

ービス基準省令」を「居宅サービス基準条例」に、「基準該当居宅サービスの事業の設備及び運営

に関する基準（基準該当居宅サービスの取扱いに関する部分に限る。）」を「基準該当居宅サービ

スに関する基準」に改める。 

第６条第５項中「又は第５８条第２項の厚生大臣」を「に規定する厚生労働大臣」に、「基準該

当居宅介護支援の事業の運営に関する基準（基準該当居宅介護支援の取扱いに関する部分に限

る。）」を「基準該当居宅介護支援に関する基準」に改める。 

第７条中「受けたもの」を「受けた者（以下「基準該当介護予防サービス事業者」という。）」

に改め、同条に次の１項を加える。 



２ 前項の登録は、基準該当介護予防サービスの事業を行う者の申請により、基準該当介護予防サ

ービスの種類及び当該基準該当介護予防サービスの種類に係る基準該当介護予防サービスの事業

を行う事業所（以下「基準該当介護予防サービス事業所」という。）ごとに行う。 

第８条第５項中「第５３条第２項各号の」を「第５３条第２項各号に規定する」に、「介護予防

サービス基準省令」を「介護予防サービス基準条例」に、「基準該当介護予防サービスに関する基

準（基準該当介護予防サービスの取扱いに関する部分に限る。）」を「基準該当介護予防サービス

に関する基準」に改める。 

第９条の見出しを「（基準該当訪問介護事業者及び基準該当介護予防訪問介護事業者に係る登録

の申請）」に改め、同条中「第３条又は第７条の規定により訪問介護に係る基準該当居宅サービス

事業者若しくは基準該当介護予防サービス事業者（以下「基準該当サービス事業者」という。）の」

を「第３条に規定する基準該当居宅サービスに該当する訪問介護の事業を行う者又は第７条に規定

する基準該当介護予防サービスに該当する介護予防訪問介護の事業を行う者として」に改める。 

第１０条の見出しを「（基準該当訪問入浴介護事業者及び基準該当介護予防訪問入浴介護事業者

に係る登録の申請）」に改め、同条中「第３条又は第７条の規定により訪問入浴介護に係る基準該

当サービス事業者の」を「第３条に規定する基準該当居宅サービスに該当する訪問入浴介護の事業

を行う者又は第７条に規定する基準該当介護予防サービスに該当する介護予防訪問入浴介護の事業

を行う者として」に改め、同条第１０号中「居宅サービス基準省令第５８条の規定により準用され

る居宅サービス基準省令第５１条の」を「居宅サービス基準条例第６３条の規定により準用する居

宅サービス基準条例第５５条又は介護予防サービス基準条例第６３条の規定により準用する介護予

防サービス基準条例第５３条に規定する」に改める。 

第１１条の見出しを「（基準該当通所介護事業者及び基準該当介護予防通所介護事業者に係る登

録の申請）」に改め、同条中「第３条又は第７条の規定により通所介護に係る基準該当サービス事

業者の」を「第３条に規定する基準該当居宅サービスに該当する通所介護の事業を行う者又は第７

条に規定する基準該当介護予防サービスに該当する介護予防通所介護の事業を行う者として」に改

める。 

第２０条の見出しを「（委任）」に改め、同条中「様式その他」を削り、同条を第２１条とし、

第１９条を第２０条とする。 

第１８条中「第１２条」を「第１５条」に改め、同条を第１９条とする。 

第１７条第４号及び第５号中「第１３条第１項」を「第１６条第１項」に改め、同条を第１８条

とする。 

第１６条各号列記以外の部分中「基準該当サービス事業者」を「基準該当居宅サービス事業者又



は基準該当介護予防サービス事業者（以下「基準該当サービス事業者」という。）」に改め、同条

第１号及び第２号中「居宅サービス基準省令又は介護予防サービス基準省令」を「居宅サービス基

準条例又は介護予防サービス基準条例」に改め、同条第５号ただし書中「基準該当居宅サービス事

業所」を「基準該当サービス事業所」に、「当該基準該当居宅サービス事業者」を「基準該当サー

ビス事業者」に改め、同条第６号中「第３条」の次に「及び第７条」を加え、同条を第１７条とす

る。 

第１５条第１項中「基準該当事業者若しくは基準該当事業者であった者」を「基準該当事業者又

は基準該当事業者であった者」に、「又は基準該当介護予防サービス事業所」を「若しくは基準該

当介護予防サービス事業所」に、「基準該当サービス事業所」を「基準該当事業所」に改め、同条

を第１６条とする。 

第１４条第１項第１号中「訪問介護」の次に「又は介護予防訪問介護」を加え、同項第２号中

「訪問入浴介護」の次に「又は介護予防訪問入浴介護」を加え、同項第３号中「通所介護」の次に

「又は介護予防通所介護」を加え、同項第５号中「第１３条第１号」を「第１４条第１号」に改め、

同号を同項第６号とし、同項第４号中「福祉用具貸与」の次に「又は介護予防福祉用具貸与」を加

え、「第１２条第１号、第２号及び第４号から第７号まで」を「第１３条第１号、第２号及び第４

号から第７号まで」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の１号を加え、同条を第

１５条とし、第１３条を第１４条とする。 

(4) 短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護 第１２条第１号から第３号まで、第５号

から第７号まで及び第１１号に掲げる事項 

第１２条の見出しを「（基準該当福祉用具貸与事業者及び基準該当介護予防福祉用具貸与事業者

に係る登録の申請）」に改め、同条中「第３条又は第７条の規定により福祉用具貸与に係る基準該

当サービス事業者の」を「第３条に規定する基準該当居宅サービスに該当する福祉用具貸与の事業

を行う者又は第７条に規定する基準該当介護予防サービスに該当する介護予防福祉用具貸与の事業

を行う者として」に改め、同条第６号中「第７条第１７項」を「第８条第１２項」に、「居宅サー

ビス基準省令第２０６条の規定により準用される居宅サービス基準省令第２０３条第３項前段」を

「居宅サービス基準条例第２６５条の規定により準用する居宅サービス基準条例第２６０条第３項

前段又は介護予防サービス基準条例第２５４条において準用する介護予防サービス基準条例第２４

６条第３項前段」に改め、同条を第１３条とする。 

第１１条の次に次の１条を加える。 

（基準該当短期入所生活介護及び基準該当介護予防短期入所生活介護に係る登録の申請） 

第１２条 第３条に規定する基準該当居宅サービスに該当する短期入所生活介護の事業を行う者又



は第７条に規定する基準該当介護予防サービスに該当する短期入所生活介護の事業を行う者とし

て登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した基準該当居宅サービス事業所等登録申

請書その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 事業所の名称及び所在地 

(2) 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名及び住所 

(3) 基準該当短期入所生活介護及び基準該当介護予防短期入所生活介護の事業を行う事業所が居

宅サービス基準条例第１８２条及び介護予防サービス基準条例第１６６条の規定により併設す

ることとされている施設と併設されていることを証する書類 

(4) 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 

(5) 事業所の平面図及び設備の概要 

(6) 事業所の管理者の氏名、経歴及び住所 

(7) 運営規程 

(8) 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

(9) 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 

(10) 当該申請に係る事業に係る資産の状況 

(11) 居宅サービス基準条例第１８８条の規定により準用する居宅サービス基準条例１６３条又

は介護予防サービス基準条例第１７２条の規定により準用する介護予防サービス基準条例第１

３８条に規定する協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該協力医療機関との契約の内容 

(12) その他登録に関し必要と認める事項 

別表中「第１９条」を「第２０条」に改め、同表第１号様式の項中「及び第１３条」を「、第１

３条及び第１４条」に改め、同表第２号様式の項及び第３号様式の項中「第１４条」を「第１５条」

に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

 


